
   

 

      令和３年 11 月２日 

総合政策局地域交通課 

アフターコロナ時代の地域交通の方向性を研究します 

～「ひと」の「くらし」の充実の観点から、政策をリ・デザインする～ 

 

 

 

 

 

 
○ 従来からの人口減少・少子高齢化に加え、感染症の影響により、旅客の輸送需要がか
つてないほどに減少し、交通事業が独立採算制を前提として存続することはこれまでに
も増して困難となる中、このままでは、あらゆる地域において、路線の廃止・撤退が雪
崩を打つ「交通崩壊」が起きかねない状況にあり、国土交通省として、これまでにない
手厚い支援を行っているところです。 

 
○ 同時に、感染症を契機に個々人のライフスタイルや価値観に変化がみられる中、国土

構造や地域振興のあり方、豊かさの定義など、国の施策方向性について大胆なパラダイ
ムシフトが求められているところです。そのような中、アフターコロナ時代を見据えな
がら、価値が再評価されつつある地域コミュニティにおいて地域交通が果たす役割の可
能性に着目します。 
具体的には、地域交通について、従前からのベーシックインフラ・セーフティーネット

の視点に加え、ウェルビーイングなど地域の「ひと」の「くらし」の充実の視点や、事業
運営をソーシャルビジネスとして考える産業政策・地域経済政策の視点から捉えなおし

たいと考えております。 
 
○ こうした視点から地域交通に関する施策方向性の深堀りを行うため、地域の人々のく
らしのニーズが反映された多様な関係者の「共創」の実践に取り組むべく、以下のとお

り研究会を設置します。本研究会は非公開にて行いますが、実地伴走を行いながら研究
を進め、研究の成果について随時広く発表する機会を設けること及び令和４年３月に中
間整理を公表することを予定しております。 

 
１．時期      令和３年 11月～令和４年３月 
２．研究会メンバー 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

国土交通省は、危機に直面する地域交通について、感染症を契機に人々のくらしをめ

ぐる環境や価値観も大きく変わる中、地域づくりへの寄与など、地域交通の持つ価値や

役割を見つめ直すべく、地域の人々のくらしのニーズが反映された多様な関係者の「共

創」の実践などに取り組む研究会を設置します。 

＜お問い合わせ先＞ 

国土交通省 総合政策局 公共交通・物流政策審議官部門  

地域交通課 田中、原澤、酒井 

TEL：（03）5253-8111（内線 54815）・（03）5253-8987（直通） 

MAIL:  

※働き方や居住形態の多様化を推進するため、国土交通省ではテレワーク

を励行しています。可能な限りメールでのご連絡をお願いいたします。 



 

別紙 

研究会参加者名簿 

 

 

【メンバー（敬称略、５０音順）】 

大下 篤志    株式会社みちのりホールディングスディレクター 

神田 佑亮    呉工業高等専門学校環境都市工学分野教授 

田中 仁     株式会社ジンズホールディングス代表取締役ＣＥＯ 

長谷川エレナ朋美 株式会社 LUMIERE 代表／作家 

古田 秘馬    プロジェクトデザイナー（株）umari 代表取締役 

三ツ谷 翔太   アーサー・ディ・リトル・ジャパン株式会社パートナー 

森田 創     合同会社うさぎ企画代表社員／作家 

吉田 樹     福島大学経済経営学類准教授 

ほか 

 

 

【オブザーバー】 

 国土交通省 不動産・建設経済局 参事官付 

都市局 まちづくり推進課 

鉄道局 鉄道事業課 

自動車局 旅客課 

海事局 内航課 

       各地方運輸局交通政策部交通企画課等 

 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課 

 環境省   大臣官房 地域脱炭素政策調整官 

ほか 

 

 

※議論の内容に応じて、今後参加者の追加等を行う場合がある。 


